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ごあいさつ 

  日頃より皆様方には格別のお引き立てをいただき、厚くお礼申し上げます。このたび当組合の財務内容、営業活

動について広くご理解をいただくために、半期経営情報誌「ふくしんリポート２０１８」（平成 30 年 4 月 1 日～9 月 30

日）を作成いたしました。お客様の視点に立ち、より一層親しみのある金融機関をめざして参りますので、今後とも

一層のご支援、ご愛顧を賜りますよう、心よりお願い申しあげます。 

平成 30 年 11 月      理事長 貞方 英世 

 

 

１．貸借対照表                                                       （単位：百万円） 

資 産 の 部 

科      目 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

現 金 154  133  

預 け 金 5,317  6,007  

有 価 証 券 1,121  1,324  

貸 出 金 8,220  8,711  

そ の 他 資 産 103  99  

有 形 固 定 資 産  63  82  

無 形 固 定 資 産  1  1  

繰 延 税 金 資 産  6  7  

債 務 保 証 見 返  1  0  

貸 倒 引 当 金  △75  △84  

（ 一 般 貸 倒 引 当 金 ）  △11  △16  

（ 個 別 貸 倒 引 当 金 ）  △64  △68  

   

   

   

   

資 産 の 部 合 計 14,914  16,283  

 

負債及び純資産の部 

科     目 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

預 金 積 金 11,584  12,251  

借 入 金 2,400  3,000  

そ の 他 負 債 18  24  

賞 与 引 当 金  3  3  

退 職 給 付 引 当 金 8  7  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 11  12  

睡眠預金払戻損失引当金 1  1  

再評価に係る繰延税金負債 7  7  

債 務 保 証 1  0  

負 債 の 部 合 計 14,035  15,309  

出 資 金 333  401  

利 益 剰 余 金 496  524  

（ 組 合 員 勘 定 計 ） 829  926  

その他有価証券評価差額金 33  32  

土 地 再 評 価 差 額 金 15  15  

純 資 産 の 部 計 879  974  

負債及び純資産の部合計 14,914  16,283  

２．損益計算書                 （単位：百万円） 

科     目 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

経 常 収 益 122  110  

資 金 運 用 収 益   101  105  

役 務 取 引 等 収 益   3  3  

そ の 他 経 常 収 益   16  1  

経 常 費 用 90  79  

資 金 調 達 費 用   3  4  

役 務 取 引 等 費 用   8  9  

経 費   68  66  

そ の 他 経 常 費 用   9  0  

経常利益（△経常損失） 31  31  

特 別 利 益 -  -  

特 別 損 失 0  0  

税引前当期純利益（△順損失）  31  31  

法人税、住民税及び事業税 5  8  

法 人 税 等 調 整 額 2  0  

当 期 純 利 益 （純 損 失 ） 22  23  

繰 越 金 （当 期 首 残 高 ） 234  234  

当 期 未 処 分 剰 余 金 257  257  

３．預金・貸出金残高の内訳        （単位：百万円） 

区     分 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

預 金 積 金 11,584  12,251  

流 動 性 預 金  3,618  3,635  

定 期 性 預 金  7,965  8,616  

貸 出 金 8,220  8,711  

手 形 貸 付  1,026  900  

証 書 貸 付  6,951  7,596  

当 座 貸 越  243   214  

 

４．資金運用収支、業務純益等       （単位：百万円） 

区     分 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

資 金 運 用 収 支 97  101  

業 務 粗 利 益 97  96  

業 務 純 益 28  29  

コ ア 業 務 純 益 24  29  

（注）各表のデータは、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

すので、合計金額が一致しない場合があります
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５．自己資本の構成に関する事項                                             （単位：百万円） 

項    目 平成 29 年 9 月期 平成 30 年 9 月期 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額 829  925  

 うち、出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 333  401  

うち、利 益 剰 余 金 の 額 496  524  

うち、外 部 流 失 予 定 額 （ △ ） -  -  

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 11  16  

 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 11  16  

土地再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額の 45％に相当 
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

6  5  

コア資本に係る基礎項目の額                             （イ） 846  947  

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）の額の合計額 -  -  

 うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 -  -  

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く）の額 -  -  

コア資本に係る調整項目の額                             （ロ） -  -  

自己資本の額                               （ハ）＝（イ－ロ） 846  947  

信用リスク・アセットの額の合計額 8,275  8,836  

 資産（オン・バランス）項目 8,273  8,835  

オフ・バランス等取引項目 1  0  

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8％で除して得た額 378  354  

リスク・アセット等の額の合計額                            （ニ） 8,653  9,190  

自己資本比率                                   （ハ／ニ） 9.78％  10.30％  
 

（注）本表は、「協同組合による金融事業に関する法律第 6条第 1項において準用する銀行法第 14 条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合
連合会がその保有する資産に照らし、自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 22 号）」における様式に
準じて記載しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。 

６．有価証券の時価情報                                                   （単位：百万円） 
〔その他の有価証券で時価のあるもの〕       

種 類 

29 年 9 月期 30 年 9 月期 

取得
原価 

貸借対照 
表計上額 

評価 
差額 

取得
原価 

貸借対照 
表計上額 

評価 
差額 

債  券 933 961 27 1,038 1,062 24 

（国債） 99 105 6 99 104 5 

（社債） 699 719 19 804 824 20 

（外債） 134 136 1 134 133 △0 

投資信託 100 118 18 200 220 20 

合  計 1,033 1,080 46 1,238 1,282 45 

〔時価のない有価証券の内容及び貸借対照表計上額〕 

保有目的区分（種類） 29 年 9 月期 30 年 9 月期 

その他有価証券（株式） 41 41 

 
（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。なお、その

他有価証券の貸借対照表計上額は、時価により計上しております。 
 
 

 
 
 

 
７．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額                               （単位：百万円、％） 
 

区   分 年  度 
債権額 

（Ａ） 

担保・保証等 

（Ｂ） 

貸倒引当金 

（Ｃ） 

保全額 

（Ｄ）＝（Ｂ＋Ｃ） 

保全率 

Ｄ／Ａ 

貸倒引当金比率 

Ｃ／（Ａ－Ｂ） 

破産更正債権及び 

これらに準ずる債権 

29 年 9 月期 66 2 63 66 100.00 100.00 

30 年 9 月期 67 0 67 67 100.00 100.00 

危 険 債 権 
29 年 9 月期 - - - - - - 

30 年 9 月期 - - - - - - 

要 管 理 債 権 
29 年 9 月期 82 37 9 47 57.31 21.82 

30 年 9 月期 42 12 14 27 64.50 50.02 

不 良 債 権 計 
29 年 9 月期 148 40 73 113 76.35 68.04 

30 年 9 月期 110 12 82 95 86.42 84.67 

正 常 債 権 
29 年 9 月期 8,082  

 
（注）各年度の 9 月期 債務者区分については、原則として前期末決算における自己査定によ
る債務者区分を基準としております。ただし、4月 1日から 9月末までに倒産、不渡り等の客観
的な事実等による債務者区分の変更等については、当組合の定める基準に基づく債務者区
分見直し後の債務者区分によっております。 

30 年 9 月期 8,611 

合 計 
29 年 9 月期 8,230 

30 年 9 月期 8,721 
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８．貸出金業種別残高・構成比 ９．福江信用組合の概要

金　額 構成比 金　額 構成比 設 立 昭和32年6月

450 5.5 529 6.1 出 資 金 401百万円

650 7.9 605 7.0 組 合 員 数 2,988人

1,852 22.5 2,046 23.5 店 舗 数 2店

578 7.0 517 5.9 常勤役職員数 17人

235 2.9 416 4.8 預 金 量 12,251百万円

154 1.9 94 1.1 貸 出 金 量 8,711百万円

229 2.8 120 1.3 純 資 産 額 974百万円

633 7.8 1,005 11.5 自己資本比率 10.30%

113 1.3 6 0.1 営 業 区 域 五島市一円

3,322 40.4 3,367 38.7

8,220 100.0 8,711 100.0 平成30年9月末現在

１０．事業方針（当組合の考え方）

○ 「ふくしん」は、相互扶助の精神に基づく協同組織金融機関として、豊かな地域社会づくりに奉仕します。

○ 「ふくしん」は、地域に根ざし、健全なる経営により地域の皆様に信頼され、愛される金融機関をめざします。

１１．社会的責任と地域貢献活動（地域を応援する取り組み）

27年9月末 28年9月末 29年9月末 30年9月末 前年比増減  福江簡易手形交換所管内（十八・親和銀行・当組合）

(A） （Ｂ） （Ｂ-Ａ） の貸出金残高は、景気回復基調から24年度以降少し

管内貸出残高 30,327 29,950 30,571 31,690 1,119 ずつ増加に転じております。そのうち、当組合シェアー

（うち、当組合） 7,617 7,706 8,220 8,711 491 は年々増加しており、金融を通じての地域貢献活動が

（当組合シェア） 25.11 25.72 26.88 27.50 0.62 地域経済の発展に大きく貢献しております。

　　　　　　　”チカクにいるから　チカラになれる”　　福江信用組合

本　　　 　店　〒853-0002　　五島市中央町8番地15　　　　　℡：0959-72-4181

奈留出張所　〒853-2201　　五島市奈留町浦1818番地4　　℡：0959-64-2063

（単位：百万円、％）

そ の 他 （ 上 記 以 外 の 産 業 ）

医 療 ・ 福 祉

30年9月末29年9月末
業 種 別

製 造 業

建 設 業

各 種 サ ー ビ ス 業

卸 売 ・ 小 売 業

不 動 産 業

電気・ガス・熱供給・水道業

地 方 公 共 団 体

個人（住宅・消費・納税資金等）

合 計

　　

☆ 貸出金残高とシェアの推移　　　　　(金額単位：百万円）

当組合は、中小零細事業者や住民一人ひとりの顔が見えるきめ細かな取引を基本としており、常に顧客（組合員）の事業

の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えて活動しております。また、地域社会の一員として、

当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の向上に積極的に取り組んでおります。 

☆ ローンなんでも相談会                                          

毎週金曜日の夕方 5 時から本店融資相談コーナーにおいて、事業資金、住宅ローンほか融資に関するご相談を承っており 

ます。 
 
☆ 地域特性を活かした新規融資の取り組み                                  

 平成 24 年度から再生可能エネルギー活用策として太陽光発電事業を積極的に推進し、新規融資の開拓と貸出金増強を図 

り、大きな成果を挙げることができました。また、平成 29 年度から施行された国境離島新法を活用した新規事業や、事業拡大 

に対する資金需要に応え、新たな雇用創出に寄与しております。今後も同法活用による新規創業等を積極的に支援して参りま 

す。 
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